
1 医療提供体制・感染拡大防止対策の充実

№
事業の
主体

窓口の
主体

窓口
所管局

窓口
所管課 事業名 事業概要 対象者等

予算
対応

1 市 市
危機管
理安全
局

災害対策
課

新型コロナウイルス感染症対策
事業（啓発用経費）

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市民等に対し、ホーム
ページ等での情報発信に加え、コミュニティ掲示板等でのポスター掲
示や広報車両による啓発パトロールなどの感染予防に係る啓発を行
う。また、警察とも連携し、駅前商店街において、外出自粛や店舗空
き巣のパトロールを実施する。

市民 R3当初

2 国 市
総合政
策局

文化振興
担当

尼崎市文化振興財団補助金
感染症対策のため、（公財）尼崎市文化振興財団があましんアルカ
イックホール・オクト（中ホール）のトイレの洋式化、自動照明化及
び手洗いの自動水栓化整備を行うに際し、費用の一部を補助する。

来館者
R3補正

（第6号）

3 市 市
資産統
括局

庁舎管理
課

本庁舎維持管理事業（本庁舎の
消毒液等）

本庁舎に消毒液を設置するなど、新型コロナウイルス感染症対策を行
う。

市民 R3当初

健康福
祉局

法人指導
課

R3補正
（第1号）

こども
青少年
局

保育企画
課、保育
管理課、
児童課

R3補正
（第1号）

市 市 R3当初

国 市 R3当初

6 県 市
健康福
祉局

高齢介護
課

衛生管理体制確保支援事業（介
護施設等個室化改修事業）

感染拡大防止の観点から、多床室の個室化改修を実施する介護施設等
に対し、必要な経費を補助する。

介護施設等
R3補正

（第1号）

7 県 市
健康福
祉局

高齢介護
課

衛生管理体制確保支援事業（介
護施設等簡易陰圧装置設置事
業）

介護施設等に対して、簡易陰圧装置の設置に必要な経費を補助する。 介護施設等
R3補正

（第1号）

8 県 市
健康福
祉局

高齢介護
課

衛生管理体制確保支援事業（介
護施設等感染拡大防止ゾーニン
グ環境等整備支援事業）

介護施設等に対して、生活空間等の区分けを行うゾーニング環境等の
整備に必要な経費を補助する。

介護施設等
R3補正

（第3号）

9 市 市
健康福
祉局

包括支援
担当

要介護者一時受入事業（介護）
介護者が新型コロナウイルスに感染し入院した場合等において、濃厚
接触者等となった在宅の高齢者を一時的に受け入れる施設を確保す
る。

在宅の要介護者 R3当初

令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応関連　既実施取組（一覧）

市内の介護・障害福祉サービス事業所、児童福祉施設
等

4 市 市
新型コロナウイルス感染症対策
事業（衛生管理体制確保支援等
事業）

国県等（寄付など）から届いた衛生用品等（マスク、消毒液など）を
介護・障害福祉サービス事業所、児童福祉施設等へ迅速に提供するた
め、衛生用品の梱包・配送等業務の委託等を実施する。

5
健康福
祉局

高齢介護
課

介護保険施設等新規入所者
PCR検査事業

介護保険施設等への新規入所者のうち検査を希望する方へのPCR検査
を実施する。

介護保険施設等への新規入所者
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10 市 市
健康福
祉局

介護保険
事業担当

濃厚接触者等在宅支援提供事業
（介護）

介護サービスを利用する高齢者が、新型コロナウイルス感染症の濃厚
接触者等または陽性者に該当した場合でも、日常生活において必要な
サービスを継続するため、当該濃厚接触者等または陽性者に在宅支援
等の提供を行う介護サービスの従事者に対して、協力金を支給する。
（在宅支援）
　濃厚接触者等１人あたり、１日につき3千円
　陽性者１人あたり、１日につき12千円
（施設支援）
　陽性者に施設支援を提供した１日あたり12千円

介護サービス提供を行う従事者 R3当初

11 県 市
健康福
祉局

介護保険
事業担当

介護サービス確保支援事業（感
染が発生した事業所等における
サービス継続支援）

利用者又は職員に新型コロナウイルスの感染者が発生した介護サービ
ス事業所等に対し、利用者に必要なサービス等を継続して提供できる
よう、通常のサービス等の提供時では想定できない、かかりまし経費
等を補助する。

感染拡大防止の観点から、本市や兵庫県から休業を要
請された通所サービス事業所等

R3補正
（第1号）

12 市 市
健康福
祉局

障害福祉
課

障害者支援施設新規入所者
PCR検査事業

障害者支援施設への新規入所者のうち検査を希望する方へのPCR検査
を実施する。

障害者支援施設への新規入所者 R3当初

市 市 R3当初

県 市 R3当初

14 市 市
健康福
祉局

障害福祉
課

濃厚接触者等在宅支援提供事業
（障害福祉）

障害福祉サービスを利用する障害者・児が、新型コロナウイルス感染
症の濃厚接触者等または陽性者に該当した場合でも、日常生活におい
て必要なサービスを継続するため、当該濃厚接触者等または陽性者に
支援を行う障害福祉サービスの従事者に対して、協力金を支給する。
（在宅支援）
　濃厚接触者等１人あたり、１日につき3千円
　陽性者１人あたり、１日につき12千円
（施設支援）
　陽性者に施設支援を提供した１日あたり12千円

障害福祉サービスの提供を行う従事者 R3当初

15 国 市
健康福
祉局

障害福祉
課

障害福祉サービス確保等支援事
業（感染が発生した事業所等に
おけるサービス継続支援）

利用者又は職員に新型コロナウイルスの感染者が発生した障害福祉
サービス事業所等に対し、利用者に必要なサービス等を継続して提供
できるよう、通常のサービス等の提供時では想定できない、かかり増
し経費等を補助するなど、在宅生活を強いられる障害者等への支援体
制を確保する。

本市や兵庫県から休業を要請された通所サービス事業
所等
及び在宅生活を強いられる障害者等

R3補正
（第1号）

16 国 市
健康福
祉局

南部保護
第１担当

新型コロナウイルス感染症対策
事業（衛生管理体制確保支援等
事業）

無料低額宿泊所の入居者等の感染拡大防止のため、衛生用品を配付す
る。

無料低額宿泊所の入居者等
R3補正

（第1号）

市 市 R3当初

国 市
R3補正

（第1号）

18 国 市
健康福
祉局

健康増進
課

妊産婦総合対策事業（分娩前
PCR検査事業）

妊婦の不安解消を図るため、希望者に対して分娩前のPCR検査を実施
する。また、感染が判明した妊産婦に対して、訪問等により寄り添っ
たケア支援を行う。

・市内在住または市内医療機関を受診している妊婦
で、検査の希望があり、強い不安を抱える方または基
礎疾患を有する方で、かかりつけ産科医より検査可能
と判断された方
・感染が判明した妊産婦で支援を希望する方

R3補正
（第1号）

在宅の障害者13
健康福
祉局

障害福祉
課

要介護者一時受入事業（障害福
祉）

介護者が新型コロナウイルスに感染し入院した場合等において、濃厚
接触者等となった在宅の障害者を一時的に受け入れる施設を確保す
る。

17
健康福
祉局

（南・
北）
地域保健
課

乳幼児健康診査事業
緊急事態宣言等が発令される感染拡大期に備え、乳幼児健診を適切な
時期に実施するため、医療機関と連携して乳児は小児科、幼児は歯科
の診察を委託し、健診を継続していく体制を整備する。

緊急事態宣言下の乳幼児健診対象者のうち、乳児(4か
月児・9～10か月児)は希望者、幼児(1歳6か月児・3
歳6か月児）は健診受診者
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19 国 市
健康福
祉局

健康増進
課

産後ケア（訪問型）事業（産後
ケアにおける感染防止対策）

産後ケア事業を実施する施設に対し衛生用品の配布等を行う。 産後ケア事業実施施設
R3補正

（第1号）

20 市 市
健康福
祉局

調整担当
感染症対策事業（入院待機陽性
患者医療提供支援事業）

高齢者施設等で新型コロナウイルス感染症が発生した場合に、入院待
機する陽性患者へ往診を行う医師に対して協力金を支給する。

往診を行う医師 R3当初

市 市
R3補正

（第1号）

国 市
R3補正

（第1号）

R3予備費
等

R3補正
（第3号）

23 市 市
健康福
祉局

調整担当
感染症対策事業（回復高齢者等
転院受入支援事業）

症状が改善したものの、引き続き医療支援が必要な高齢者等につい
て、新型コロナウイルス感染症専用病床からの転院を促進するため、
受入先の医療機関等へ受け入れ患者１人当たり 10 万円の協力金を支
給する。

市内医療機関
R3補正

（第3号）

24 国 市
健康福
祉局

新型コロナ
ウイルス感
染症対策支
援第1担当

新型コロナウイルスワクチン接
種事業

ワクチンの接種を速やかに実施するために必要な体制を整備する。 市内医療従事者等、市民
R3補正

（第1号）

- 国 市
健康福
祉局

感染症対
策担当

感染症対策事業（相談窓口設
置）

発熱等受診・相談センターなど新型コロナウイルス感染症に関する相
談窓口の設置等にかかる体制を強化することにより、公衆衛生の向上
を図る。

－ －

25 国 市
健康福
祉局

感染症対
策担当

感染症対策事業（入院医療費の
公費負担）

感染症法に基づき新型コロナウイルス感染症患者の入院医療に要する
費用を負担する。

感染症法に基づく、入院が必要な新型コロナウイルス
感染症患者

R3当初

26 国 市
健康福
祉局

感染症対
策担当

感染症対策事業（医療機関への
行政検査委託）

更なる感染拡大に備え、医療機関への行政検査委託を行う。 PCR検査が必要と判断された感染の疑いがある者 R3当初

27 市 市
健康福
祉局

感染症対
策担当

感染症対策事業（新型コロナウ
イルス感染症陽性患者夜間一時
受入病室確保支援）

夜間救急搬送時の陽性患者について入院先の調整を行う間、一時的に
患者の病室を確保するための補助を行う。

新型コロナウイルス感染症陽性患者 R3当初

28 国 市
健康福
祉局

衛生研究
所

衛生研究所事業（PCR検査用
薬資材の購入）

更なる感染拡大に備え、衛生研究所における検査試薬等を購入する。 － R3当初

29 市 市
健康福
祉局

衛生研究
所

衛生研究所検査機器整備事業
（安全キャビネットの購入）

衛生研究所検査室の安全性向上のため、室内排気型の安全キャビネッ
トを導入する。

－
R3予備費

等

30 国 市
こども
青少年
局

こども福
祉課

新型コロナウイルス感染症対策
事業（地域子育て支援拠点事
業、病児保育事業、ファミリー
サポートセンター事業）

地域子育て支援拠点事業を実施する施設等に対して、衛生用品の確保
に必要な経費等の一部を補助する。

地域子育て支援拠点事業・病児保育事業を実施する施
設、ファミリーサポートセンター事業を実施する事業
所

R3補正
（第1号）

高齢者施設等の従事者（約3,000人）21
健康福
祉局

調整担当
衛生研究所事業（高齢者施設等
の従事者に対する検査の実施）

高齢者施設等に従事する無症状の一定割合の職員を対象に、定期的な
PCR検査を実施する。

新規感染者数の増に対応するため、人材派遣を活用し保健所の人員体
制を強化する。

－22 国 市
健康福
祉局

調整担当
感染症対策事業（陽性患者対応
等派遣業務委託）
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31 国 市
こども
青少年
局

保育企画
課

新型コロナウイルス感染症対策
事業（認可外保育）

法人保育施設等に対して、衛生用品の確保に必要な経費等の一部を補
助する。

市内の認可外保育施設
R3補正

（第1号）

32 国 市
こども
青少年
局

保育管理
課

新型コロナウイルス感染症対策
事業（保育園、認定こども園、
小規模保育事業所)

法人保育施設等に対して、衛生用品の確保に必要な経費等の一部を補
助する。

市内の法人保育園、認定こども園、小規模保育事業所
R3補正

（第1号）

33 国 市
こども
青少年
局

こども入
所支援担
当

新型コロナウイルス感染症対策
事業（延長保育事業、一時預か
り事業）

法人保育施設等に対して、衛生用品の確保に必要な経費等の一部を補
助する。

延長保育事業、一時預かり事業を実施する法人保育施
設等

R3補正
（第1号）

34 国 市
こども
青少年
局

保育運営
課

新型コロナウイルス感染症対策
事業（公立保育所）

公立保育所における衛生用品等を購入する。 市内の公立保育所
R3補正

（第1号）

35 国 市
こども
青少年
局

児童課
新型コロナウイルス感染症対策
事業（こどもクラブ）

こどもクラブにおける衛生用品等を購入する。 市内のこどもクラブ
R3補正

（第1号）

36 国 市
こども
青少年
局

児童課
新型コロナウイルス感染症対策
事業（児童ホーム）

民間児童ホームに対して、衛生用品の確保に必要な経費等の一部を補
助する。

市内の民間児童ホーム
R3補正

（第1号）

37 市 市 消防局 財務担当
救急活動事業（感染防止衣やマ
スク等の購入）

救急活動で使用する感染防止資器材等を購入する。 救急隊員等
R3予備費

等

38 市 市 消防局 財務担当
消防設備整備事業（オゾンガス
除染装置の追加導入）

救急車内等を除染するためのオゾンガス除染装置を追加導入する。 救急隊員等
R3予備費

等

39 市 市
教育委
員会事
務局

学校教育
課

学校行事新型コロナウイルス感
染症対策事業（修学旅行新型コ
ロナウイルス感染症対策事業）

修学旅行の延期に伴うキャンセル料等を公費負担し、保護者の負担を
軽減する。

保護者
R3補正

（第6号）

40 市 市
教育委
員会事
務局

施設課、
設備整備
担当

各種施設整備事業（中学校4校
トイレの洋便器化等）

感染症対策及び学校生活環境の改善を図るためトイレの洋式化、自動
照明化及び手洗いの自動水栓化等を行う。

児童生徒
R3補正

（第6号）

41 市 市
選挙管
理委員
会

選挙管理
委員会

選挙執行関係事業（尼崎市議会
議員選挙）

尼崎市議会議員選挙を実施するための感染症対策経費 市民 R3当初

42 県 市
選挙管
理委員
会

選挙管理
委員会

選挙執行関係事業（兵庫県知事
選挙）

兵庫県知事選挙を実施するための感染症対策経費 市民 R3当初

43 国 市
選挙管
理委員
会

選挙管理
委員会

選挙執行関係事業（第49回衆
議院議員総選挙及び最高裁判所
裁判官国民審査）

第49回衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査を実施する
ための感染症対策経費

市民 R3当初
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2 市民生活への支援の強化

№
事業
の

主体

窓口
の

主体

窓口
所管局

窓口
所管課

事業名 事業概要 対象者等
予算
対応

44 国 市
総合政
策局

ダイバー
シティ推
進課

多文化共生社会推進事業（外国
人総合相談窓口の設置）

日常の生活における困り事や在留資格の内容等を気軽に相談できる外
国人総合相談窓口の設置を行う。

市内の外国籍住民 R3当初

45 市 市 総務局 人事課 緊急雇用対策事業
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた非常勤職員（会計年度任
用職員）を募集する。

新型コロナウイルス感染症の影響で仕事がなくなるな
ど、働きたくても働くことができずにお困りの市内在
住者等

R3補正予
定

46 国 市 総務局
国保年金
課

国民健康保険制度における傷病
手当金の支給

給与の支払を受けることができなかった尼崎市国民健康保険被保険者
に対して傷病手当金を支給する。

新型コロナウイルス感染症に感染したなどの理由によ
り給与の支払を受けることができなかった尼崎市国民
健康保険被保険者

R3当初

-

後期高
齢者医
療広域
連合

市 総務局
後期高齢者
医療制度担
当

後期高齢者医療保険における傷
病手当金の支給

給与の支払を受けることができなかった尼崎市後期高齢者医療保険の
被保険者に対して傷病手当金を支給するための申請を受け付ける。

新型コロナウイルス感染症に感染したなどの理由によ
り給与の支払を受けることができなかった尼崎市後期
高齢者医療保険の被保険者

－

47

後期高
齢者医
療広域
連合

市 総務局
後期高齢者
医療制度担
当

後期高齢者医療保険料の減免
（保険料過誤納金還付金）

被保険者から徴収した過年度保険料の過誤納金還付金のうち、新型コ
ロナウイルス感染症の影響による減免分を還付する。

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が一定以
上減少した世帯

R3当初

48 市 市
健康福
祉局

高齢介護
課

高齢者ふれあいサロン運営費補
助金

自主的・定期的に地域で活動するグループ等が地域の高齢者等に対し
て実施する交流活動や介護予防に資する活動等に対して補助を行う。
様々な活動内容や場所でのサロンの実施を支援し、サロン活動の活性
化を図るため、令和3年度より補助要件等の拡充を行う。（コロナ禍
での活動継続を踏まえた要件緩和含む）

高齢者 R3当初

49 市 市
健康福
祉局

障害福祉
課

意思疎通支援事業（遠隔手話通
訳サービスの運営）

聴覚障害者が病院受診時等に利用可能となる遠隔手話通訳サービスを
運営する。

聴覚障害者 R3当初

- 国 市
健康福
祉局

（南・
北）福祉
相談支援
課

生活困窮者自立相談支援事業
（住居確保給付金の支給要件の
拡大）

離職等により住居を失うおそれがある方に対して、家賃相当額を支給
する。

離職、自営業の廃業又は個人の責に帰すべき理由・都
合によらない就業機会等の減少により経済的に困窮
し、住居を喪失した方又は住居を喪失するおそれのあ
る方
※令和2年4月20日より住居確保給付金の支給対象が
拡大

－

50 国 市
健康福
祉局

（南・
北）福祉
相談支援
課

生活困窮者自立支援の機能強化
事業

自立相談支援体制の強化のため、自立相談支援員等の増員を行うとと
もに、住居確保給付金の申請処理等のための事務職員を新たに雇用す
ることで、円滑な事務処理体制の強化を図る。

市民 R3当初

R3補正
（第5号）

R3補正予
定

52 国 市
こども
青少年
局

こども福
祉課

子育て世帯生活支援特別給付事
業（ひとり親世帯分）

新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困っている世帯に対す
る支援として、低所得の子育て世帯のうち、ひとり親世帯等に対して
子育て世帯生活支援特別給付金を支給する。

児童扶養手当を受給しているひとり親世帯等
R3補正

（第2号）

53 国 市
こども
青少年
局

こども福
祉課

子育て世帯生活支援特別給付事
業（その他世帯分）

新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困っている世帯に対す
る支援として、ひとり親世帯以外の住民税非課税の子育て世帯等に対
して、子育て世帯生活支援特別給付金を支給する。

18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある
児童（障害児の場合は20歳未満）を養育をする住民税
非課税世帯等

R3補正
（第4号）

51 国 市
健康福
祉局

北部福祉
相談支援
課

新型コロナウイルス感染症生活
困窮者自立支援金給付関係事業

総合支援資金の再貸付を受け、最終借入月が到来した世帯や再貸付が
不決定になった世帯等を対象に新型コロナウイルス感染症生活困窮者
自立支援金を支給する。

総合支援資金の再貸付を受け、最終借入月が到来した
世帯や再貸付が不決定になった世帯等
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R3当初

R3補正
（第1号）

新型コロナウイルス感染症の影響により、離職を余儀なくされた方等
の早期の雇用就労支援策として合同就職面接会を実施し、市内企業と
のマッチングを支援する。

新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀な
くされた方等現在求職中の方

54 市 市
経済環
境局

しごと支
援課

コロナに負けるな合同就職面接
会開催事業
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3 地域経済の活性化・地域の元気づくり

№
事業
の

主体

窓口
の

主体

窓口
所管局

窓口
所管課

事業名 事業概要 対象者等
予算
対応

55 国 市
健康福
祉局

障害福祉
課

障害福祉分野テレワーク等導入
支援事業（障害福祉分野ICT導
入支援事業）

ICT等を活用する障害福祉サービス事業所等に対して、機器の導入等
に係る経費の一部を補助する。

障害福祉サービス事業所等
R3補正

（第1号）

56 国 市
健康福
祉局

障害福祉
課

障害福祉分野テレワーク等導入
支援事業（障害福祉分野ロボッ
ト等導入支援事業）

ICT等を活用する障害福祉サービス事業所等に対して、機器の導入等
に係る経費の一部を補助する。

障害福祉サービス事業所等
R3補正

（第1号）

57 国 市
健康福
祉局

健康増進
課

特定不妊治療費助成事業
特定不妊治療に要した費用の一部を助成する事業について、所得制限
の撤廃及び助成額を拡充し実施する。

治療期間の初日における妻の年齢が43歳未満である夫
婦で、特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見
込みがない又は極めて少ないと医師に診断された者

R3補正
（第1号）

58 市 市
こども
青少年
局

保育管理
課

ICT化推進事業費補助金
法人保育施設等に対して、保育現場のICT化に要する経費の一部を補
助する。

法人保育施設等
R3補正

（第1号）

59 市 市
経済環
境局

経済活性
課

産業・雇用就労オンラインシス
テム関係事業

市内企業情報や雇用就労情報を集約し、ビジネスマッチングや雇用就
労支援等に活用できるポータルサイトを運用する。

市内事業者 R3当初

60 市 市
経済環
境局

地域産業
課

SDGs「あま咲きコイン」推進
事業

電子地域通貨「あま咲きコイン」を本格導入し、キャッシュレスの推
進と新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ地域経済の消
費喚起を図る。

市民及び市内事業者 R3当初

61 市 市
経済環
境局

地域産業
課

SDGs「あま咲きコイン」ポイ
ント還元事業

電子地域通貨「あま咲きコイン」を購入（チャージ）又は決済する際
のポイント還元を実施する。

市民及び市内事業者
R3補正

（第1号）

R3当初

R3予備費
等

63 市 市
経済環
境局

地域産業
課

あまがさきコロナ対策プロダク
ツ認証事業

市内事業者が製造等を行った新型コロナウイルス感染症の拡大防止に
資する製品等を認証する制度を創設しＰＲ支援を行う。

市内事業者
R3補正

（第1号）

R3補正
（第1号）

R3補正
（第2号）

65 市 市
経済環
境局

観光振興
課

観光地域づくり推進事業（ミー
ツ・アートinあまがさき開催事
業）

阪神尼崎駅周辺で開催し好評を得た現代アートを融合させたまちある
きイベント「ミーツ・アートinあまがさき 」について、「(仮称)ミー
ツ・アートinあまがさき実行委員会」を立ち上げ、本市に定着させる
ことを目指すとともに、観光客の獲得を図る取組として進めていく。

観光客 R3当初

66 市 市
経済環
境局

観光振興
課

尼崎城魅力向上事業
尼崎城に継続して来城者が訪れるよう、魅力向上につながる展示等の
充実を図る。

観光客 R3当初

67 市 市
経済環
境局

しごと支
援課

雇用調整助成金等申請サポート
給付金関係事業

市内中小企業等が雇用調整助成金等の申請事務を社会保険労務士等に
依頼した際に要した費用の一部を支給する。

市内の事業所において休業等を実施した中小企業者又
は個人事業主

R3補正
（第1号）

62 市 市
経済環
境局

地域産業
課

コロナ対応小規模事業者向け製
造業設備導入等支援事業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた製造業の小規模事業者
に対し、技術力の向上や生産活動の活性化、省エネルギー化に資する
設備類の導入・更新に係る費用を補助する。

製造業の小規模事業者

兵庫県が行う営業時間の短縮要請に応じた店舗を運営する事業者等に
対し、兵庫県と協調して新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金を
支給する。

兵庫県が行う営業時間の短縮要請に応じた飲食店等64 県 県
経済環
境局

地域産業
課

新型コロナウイルス感染症拡大
防止協力金関係事業
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4 子どもたちの居場所・学習機会の確保と心のケア

№
事業
の

主体

窓口
の

主体

窓口
所管局

窓口
所管課

事業名 事業概要 対象者等
予算
対応

68 国 市
こども
青少年
局

こども相
談支援課

要保護・要支援児童等見守り強
化事業

要保護児童対策地域協議会が中核となって、子ども食堂や子どもに対
する食材等の提供などの支援を行う民間団体等も含めた様々な地域
ネットワークを総動員し、支援ニーズの高い子ども等を見守り、必要
な支援につなげることができる体制を強化する。

要保護・要支援児童 R3当初

- 市 市
教育委
員会事
務局

幼稚園・高
校企画推進
担当

修学援助金交付金
新型コロナウイルス感染症に係る影響により家計が急変し、緊急に支
援の必要がある高校生の保護者を交付対象者に加える。

高等学校等に在学する生徒の保護者等 －

69 市 市
教育委
員会事
務局

学校教育
課

学力定着支援事業（ICT教材の
導入）

児童生徒一人ひとりの学力と学習状況を分析し、よりきめ細かな個別
指導・支援等による学習意欲の向上と基礎学力の定着を図るため、市
立小・中学校に学習支援ドリルを導入するとともに、これまで市立中
学校1年生を対象に実施していた夏季勉強会を廃止し、ICT教材（学習
支援ドリル）の活用による市内全体における学力の底上げを図る。

児童生徒、教職員 R3当初

70 市 市
教育委
員会事
務局

こども教
育支援課

教育支援室運営事業（ほっとす
てっぷSOUTHの設置）

不登校児童生徒の通う「教育支援室（「ほっとすてっぷ」）」を市内
2か所から3か所に増やすとともに、不登校児童生徒に対するオンラ
イン学習支援をモデル的に実施する（「ほっとすてっぷオンライ
ン」）。

不登校児童生徒 R3当初

71 市 市
教育委
員会事
務局

学校ICT
推進課

未来の学び研究事業（「ICT等
を活用した学習モデル」の研
究）

尼崎市版GIGAスクール構想（AGS）の実現に向け、ICTを活用した
授業方法に関する先進的な研究を進め、教職員のICT活用指導力向上
を図る。

教職員 R3当初

72 市 市
教育委
員会事
務局

学校ICT推
進課
幼稚園・高
校企画推進
担当

療養児等学習支援事業（ICT機
器を活用した学習機会の確保）

病気療養児等、学校に通学することができない児童生徒に対して、
ICTを活用して学習保障を行うための環境整備を図り、教育の機会均
等を確保する。

学校に通学することができない児童生徒 R3当初
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5 「新しい生活様式」に沿った行政サービスの推進

№
事業
の

主体

窓口
の

主体

窓口
所管局

窓口
所管課

事業名 事業概要 対象者等
予算
対応

- 市 市
総合政
策局

新型コロ
ナウイル
ス総合支
援担当

新型コロナウイルス感染症対策
事業（総合サポートセンターの
設置）

新型コロナウイルスの拡大に伴い、生活する上での様々な困りごとや
不安を抱える市民に必要とされる支援について、一人ひとりに寄り
添った相談業務を実施し、円滑かつ速やかに適切な支援策につなげ
る。

－ －

73 市 市
総合政
策局

広報課 インターネット活用事業
市公式ホームページにおいて、アクセス集中への対策及び安定したサ
イト運営を実施するため、CDNを導入する。

市民等
R3予備費

等

74 市 市
総合政
策局

協働推進
課

地域資源情報公開システム事業

地域の交流や集いの場、相談窓口、コミュニティ拠点施設等の地域資
源情報を、分野やエリアごとに検索できるシステムを運用することに
より、市民サービスの向上を図るとともに、市・市社協・地域活動の
担い手など各主体間における情報共有を推進する。

市民、市、市社協、地域活動の担い手など R3当初

75 市 市
総合政
策局

生涯、学
習！推進
課

地域とともにある職員研修事業 地域担当職員の研修を実施する。（ZOOMライセンス使用料） － R3当初

76 市 市
総合政
策局

各地域課
生涯学習プラザ管理運営事業
（各地域の地域担当職員の通信
環境整備）

地域担当職員の通信環境を整備し、情報提供力等を強化し、課題解決
力を向上する。

－ R3当初

77 市 市
資産統
括局

市民税課
申告に係る返信封筒の後納郵便
（市負担）経費

来庁者を減らすため、申告に係る返信封筒を後納郵便（市負担）と
し、郵送による申告を促す。

市民 R3当初

78 市 市
資産統
括局

資産税課
家屋図面等の受渡しに係る返信
封筒の後納郵便（市負担）経費

市民との対面を避けるため、家屋図面等の受渡しを郵送で行うことと
し、返信用封筒に係る郵送料を市で負担する。

市民 R3当初

79 市 市 総務局
情報政策
課

行政情報化推進事業（テレワー
クの導入）

市職員のテレワークを導入する。（行政事務支援システムを自宅の
PCから遠隔操作するためのライセンスを調達）

－ R3当初

- 市 市 総務局
情報政策
課

行政情報化推進事業（WEB会
議システムの導入）

庁内会議や研修等における感染症対策のため、WEB会議システムを導
入する。

－ －

80 市 市
総務局
健康福
祉局

情報政策
課
調整担当

行政情報化推進事業（業務改善
プラットフォーム活用事業）

様々な事務改善に広く活用するためのプラットフォームを導入し、複
数分野に跨る行政情報の一元的な管理及び有事の際に活用する情報シ
ステムを構築する。

－ R3当初

81 市 市 総務局
情報政策
課

行政情報化推進事業（尼崎市AI
案内サービス事業）

市政に関する問合せに24時間対応し、災害時や平常時における情報
発信の充実を図るため実証実験中のAI案内サービスを本格実施する。

－ R3当初

現在、来庁により紙等で行われている各種行政手続を自宅でスマート
フォン等を用いてオンラインで実施できるよう取り組む。また、来庁
が必要な手続にかかる混雑緩和のため、来庁予約機能等も導入する。

－ R3当初

現在、来庁により紙等で行われている各種行政手続のオンライン化を
推進するにあたり必要な機器を導入する。

－
R3補正

（第6号）

82 市 市 総務局
情報政策
課

行政情報推進化事業（行政手続
オンライン化事業）
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83 市 市 総務局
行政管理
課
給与課

新型コロナ対応のための体制拡
充事業

新型コロナウイルス感染症への対応のため体制拡充に必要な会計年度
任用職員の任用及び任期の定めのない職員への時間外勤務手当又は特
殊勤務手当を支給する。

－
R3補正予

定

84 市 市 総務局
後期高齢
者医療制
度担当

後期高齢者医療事業費会計繰出
金（コンビニ納付等システム改
修）

後期高齢者医療事業費会計におけるシステム経費の増額に伴い、同会
計への繰出金を増額する。

－ R3当初

85 市 市
こども
青少年
局

こども入
所支援担
当

保育料納付環境整備事業
保育料のコンビニ納付及び電子マネー決済を可能とするためのシステ
ムを運用する。

－ R3当初

86 国 市
こども
青少年
局

児童課
児童ホーム維持管理事業（行政
事務支援システム導入事業）

公設児童ホームにおいて行政事務支援システムを導入する。 － R3当初

87 市 市
経済環
境局

業務課
大型ごみ収集等事業（大型ごみ
受付センター事業）

大型ごみ及び臨時ごみ等について、インターネットでの受付を開始す
るとともに、電話受付体制の見直しを行う。

市民及び事業者 R3当初

88 市 市
都市整
備局

企画管理
課

その他諸経費（ZOOMライセ
ンス）

会議等の実施時における3密対策として、尼崎市行政事務支援システ
ム用ZOOM利用契約を締結する。

－ R3当初

89 市 市
都市整
備局

道路課
公共土木施設情報整備事業（公
開型地理情報システムの運用）

複数の地図情報（都市計画図・道路認定路線図・下水道台帳平面図
等）を市ホームページで一度に閲覧可能となる公開型地理情報システ
ムを運用する。

不動産や建設関係事業者等 R3当初

90 市 市
教育委
員会事
務局

中央図書
館

図書等購入事業（電子書籍購入
事業）

図書館運営のために必要な図書及びAV資料並びに逐次刊行物を購入
する。
令和3年度から従来の紙図書の購入に加え電子書籍を導入し、非来館
型サービスを実施する。

市民 R3当初
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